
包括外部監査　過去の措置状況一覧
◆平成２０年度

【未収金の財務に関する事務の執行について】
	監　査　結　果（指摘事項）
	措　置　の　内　容

	第４　監査の結果及び監査結果に添えて提出する意見の総括
３.延滞金・違約金の未収計上及び回収について
（２）監査の結果（Ｐ２４、指摘①）
金額の確定した延滞金等は事前に調定を行い、そのうち収入未済の延滞金等については、未収債権として認識し未収金として計上しなければならないが、県は延滞金等の事前調定を行っていない。したがって、当該財務事務は妥当でない。
また、元金等が完納されていない債権に係る延滞金等についても、現在、県がどれだけの延滞金等を保有し、今後回収しなければならないかを把握しなければならないが、県は、延滞金等の総額を管理する仕組みを有さない。県は、延滞金等を総括的に計算し、把握するための仕組みを整備し、債権管理の対象とする必要がある。
第６　個別事業の監査の結果及び監査結果に添えて提出する意見
【２】所管別事業区分別個別事業の状況
１９.林業・木材産業改善資金貸付金
（２）監査の結果（Ｐ５５、指摘②）
当該貸付金は契約上、県は必要と認める場合、担保を設定することになっているが、いづれも担保設定をしていない。
適時、適切な担保設定の事務処理、保証人への法的対応がなされておらず、妥当な事務処理であるとは言えない。適切な債権の保全及び回収事務を実施する必要がある。
３４.中小企業高度化資金貸付金元利収入総括
３４-１.債務者番号34-1
（２）監査の結果（Ｐ７８、指摘③）
債務者の事業が休止され、現状の回収金額はゼロであり、事業からの未収金の回収見込みがないにもかかわらず、連帯保証人の資産状況の調査及び請求は行われていない。県は貸付金の回収のため、保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。
３４-２.債務者番号34-2
（２）監査の結果（Ｐ７９、指摘④）
債務者の事業が休止され、債権の回収が遅延して既に4年が経過し、現状の回収金額は僅少額である。事業からの未収金の回収見込みがないにもかかわらず、連帯保証人の資産状況の調査及び請求は行われていない。県は貸付金の回収のため保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。
３４-１７.債務者番号34-17
（２）監査の結果（Ｐ８９、指摘⑤）
未収金額に比して現状の回収金額は極めて僅少額であり、事業からの未収金の回収見込みがないにもかかわらず、連帯保証人の資産状況の調査及び請求は行われていない。県は貸付金の回収のため保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。

３４-２１.債務者番号34-21
（２）監査の結果（Ｐ９１、指摘⑥）
速やかな債権回収を図るため、支払が滞留した時点で連帯保証人の資力（返済能力）を速やかに調査しておくことが必要である。また、県は貸付金の回収のため保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。
３４-２８.債務者番号34-28
（２）監査の結果（Ｐ９６、指摘⑦）
債務者の事業が休止され、長期間が経過し、事業からの未収金の回収見込みがないにもかかわらず、連帯保証人の資産状況の調査及び請求は十分に行われていない。県は貸付金の回収のため保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。
３４-３２.債務者番号34-32
（２）監査の結果（Ｐ９８、指摘⑧）
債務者はすでに破産している。事業からの未収金の回収見込みがないにもかかわらず、連帯保証人の資産状況の調査及び請求は行われていない。県は貸付金の回収のため、回収遅延が始まった時点で保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。
３４-３３.債務者番号34-33
（２）監査の結果（Ｐ９９、指摘⑨）
債務者の事業が休止され、組合の資産はすでに任意売却されている。事業からの未収金の回収見込みがないにもかかわらず、連帯保証人の資産状況の調査及び請求は行われていない。県は貸付金の回収のための、保証人に対しても回収事務を行うべきところ、まだ行っていない。速やかに適切な債権回収事務を行う必要がある。

	　元本債権が完納された延滞金及び違約金の調定に係る適正な事務執行について全課室あて通知し、原則、延滞金等の事前調定を行うよう改善した。

　延滞金等の総額を一定の時期に把握する「未収金全庁管理システム」を構築した。

　平成５年度より貸付規則等を改正し、貸付時に担保を設定している。

　また、債務者への督促と併せ、保証人に対し未納通知書を送付するなど回収事務を強化し、適切な債権の保全及び回収事務を実施する。

組合が休止状態であったため、平成２１年８月に競売申立を行った。又、同月、組合の担保預金にかかる質権の実行により回収処理を行った。

競売終了後の残債額が確定次第、連帯保証人への交渉を行うが、当人と粘り強く交渉を行い、併せて財産調査を実施し、資産があれば法的処理等を実施する。

平成２０年１０月２２日に競売申立を実施して、２回入札が実施されたが成立せず、平成２２年２月に３回目（最終）の入札が実施される。

よって、本格的な連帯保証人への回収事務は、競売が終了した後にならざるを得ないが、平成２０年度において連帯保証人の現住所調査及び督促通知書を郵送して請求を実施している。

なお、当人と粘り強く交渉を行い、併せて財産調査を実施し、資産があれば法的処理等を実施する。

平成２１年度中は任意売却を指導しているが、任意売却が不可能な場合は、早期に競売を実施する方針を組合に伝えている。

平成２１年度において面談の上、連帯保証人の資産関係書類の提出を指導している。また、連帯保証人の現住所等の調査を実施している。

なお、組合と粘り強く交渉を行い、併せて財産調査を実施し、資産があれば法的処理等を実施する。

平成２１年１１月に企業連携アドバイザーによる診断を実施し組合員の業況の確認を行った。

業績等厳しい状況ではあるが、組合の状況を把握するためにも引き続き償還額増額のための交渉を行う。

連帯保証人と粘り強く交渉を行い、併せて財産調査を実施し、資産があれば法的処理等を実施する。

平成２１年４月以降、連帯保証人各々との面談を実施し、未収金返済の交渉を行っている。

なお、当人と粘り強く交渉を行い、併せて財産調査を実施し、資産があれば法的処理等を実施する。

平成２１年７月、組合員所有地について任意売却を実施。今後、当人と粘り強く交渉を行い、併せて財産調査を実施し、資産があれば法的処理等を実施する。
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